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特例法第110条第１項

新規上場会社は、上場の承認を申請する日
の少なくとも10営業日前までに、当取引所所
定の「有価証券新規上場申請書」を提出しなけ
ればならない。ただし、上場会社が当事者と
なって行う合併、会社分割、株式交換又は株
式移転によって新しく設立される会社又は存続
会社となる会社の株券等について、その成立
日又は効力発生日における上場を希望する場
合は、当該成立日又は効力発生日前において、
当該上場会社が申請を行うものとする。
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金融商品取引法第2条第3項第2号ロ（2）

当該有価証券がその取得者から特定投資家
等以外の者に譲渡されるおそれが少ないもの
として政令で定める場合に該当すること。

株式事務代行機関とは

株式事務代行機関とは、株主名簿作成事務
の、議決権・配当等株主に付与される各種の
権利の処理について、会社からの受託を受け
て行う機関を言います。

国内の申請会社は、上場にあたり、株式事務
を規則上定められた株式事務代行機関に委任
することが必要です。



Ⓒ2017 KUSUNOKI TADASHI CPA Office 2

指定振替機関とは

指定振替機関とは、上場会社の株式等に係
る株券等をすべて廃止し、株券等の存在を前
提として行われてきた株主等の権利の管理
（発生、移転及び消滅）を、機構及び証券会社
等に開設された口座において電子的に行う『株
式振替制度』を、会社から委託され実施する機
関を言います。

ちょっと新しい用
語もありましたが、
何とかなりそうな
気がします。次お
願いします。


